
 

   鏡野町プロポ―ザル方式の実施に関する基本要綱  

（目的） 

第１条 この告示は、鏡野町が発注する委託、工事、物品調達等（以下「委託等」と

いう。）のうち、高度な知識や構想力、専門的な技術力を必要とする委託等の発注

に当たり、技術提案を求めることにより、当該委託等に最適な受注候補者を特定す

る方式（以下「プロポーザル方式」という。）を適用する場合において必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところ

による。 

（１） プロポーザル方式 鏡野町が発注する業務の性質又は目的が価格のみによ

る競争入札に適さないと認められる場合において、当該業務に係る実施体制、実

施方針、技術等に関する提案を受け、その審査及び評価を行い、当該業務の履行

に最も適した受託者を選定する方式をいう。 

（２） 公募型プロポーザル方式 提案者を公募し、その応募者のうち一定の条件

を満たすものから提案を受けるプロポーザル方式をいう。 

（３） 指名型プロポーザル方式 あらかじめ提案者を指名し、その指名を受けた

者から提案を受けるプロポーザル方式をいう。 

（対象） 

第３条 プロポーザル方式の対象となる委託等は、次の各号のいずれかに該当する場

合とする。 

（１） 価格のみによる競争では、所期の目的を達成できない契約を結ぶ必要があ

るもの 

（２） 高度な創造性、技術力、専門的な技術又は経験を必要とするもの 

（３） その他プロポーザル方式により執行することが適当であると町長が認める

もの 

（実施方法） 

第４条 プロポーザル方式の実施方法は、原則として公募型プロポーザル方式による

ものとする。ただし、対象業務の性質又は目的が公募型プロポーザル方式に適さな

いものであるときは、指名型プロポーザル方式によることができる。また、当該委



 

託等を所管する課等（以下「所管課等」という。）の長は、原則、次の事項を記載

した実施要領を作成しなければならない。 

（１） 委託等の目的 

（２） 委託等の名称、履行場所、履行内容及び履行期間 

（３） プロポーザル方式を採用する理由（公募型又は指名型） 

（４） 事業スケジュール（提案採用者の特定までの事務手順等） 

（５） 提案資格、募集期間及び応募方法等（公募型に限る。） 

（６） 委託等上限価格又は参考価格（必要に応じて） 

（７） 評価方法及び評価基準（評価項目、点数配分、評価点が同点の場合の決定

方法等） 

（８） 提案手続（提案内容、提案書様式及び部数、提出方法及び期限、記入上の

注意、質疑応答等） 

（９） 選定結果（通知方法、公表事項及び方法等） 

（１０） 提案者が１者又はない場合の取扱い（取り止めの有無等） 

（１１） その他町長が必要と認める事項 

（審査会） 

第５条 町長は、前条の規定によりプロポーザル方式の実施を決定したときは、当該

委託等の内容に合わせて審査会を設置するものとする。 

２ 審査会は、次に掲げる事項を審議し、決定する。 

（１） プロポーザル方式の実施要領 

（２） 提案指名者の選定 

（３） 提案者の審査及び評価 

３ 審査会は、委員６人以上をもって組織する。 

４ 委員は、次に掲げる者の中から町長が任命する。 

（１） 副町長 

（２） 教育長 

（３） 当該委託等に関連する所管課等の職員 

（４） 必要があると認める場合は、学識経験者 

（５） その他町長が必要と認める者 

５ 審査会に委員長を置き、審査会委員の中から選定するものとする。ただし、所管



 

課等の長及び職員は除く。 

６ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指定した委員がその職務を代理

する。 

７ 委員長及び委員の任期は、当該委託等の契約締結の日までとする。 

８ 委員長は、審査会が終了したときは、その結果を速やかに町長に報告しなければ

ならない。 

９ 審査会の庶務は、当該所管課等において処理する。 

（審査会の会議） 

第６条 審査会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、会議の議長と

なる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の識見を有する者を審査会に出

席させて意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

４ 審査会の会議は公開しないものとする。ただし、第１３条第２項に規定によるヒ

アリングに限り、出席した委員の３分の２以上の同意があり、かつ、提案者が同意

した場合は、この限りでない。 

（提案資格要件） 

第７条 プロポーザル方式による提案者は、次の各号に掲げる要件を満たす者とす

る。 

（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該

当しないこと。 

（２） 鏡野町建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱（平成１７年鏡野町

告示第１２号）に基づく指名停止期間中の者でないこと。 

（３） 鏡野町暴力団排除条例（平成２３年鏡野町条例第１６号）第２条に規定す

る暴力団、暴力団員又は暴力団員等が団体の運営に関与していないこと。 

（４） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

がなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手

続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定又は

再生手続開始の決定を受けている者を除く。 

（５） 破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなさ



 

れている者でないこと。 

２ 前項に掲げるもののほか、対象業務ごとに必要な提案参加資格を定めることがで

きる。 

（公募型プロポーザル方式の実施） 

第８条 町長は、公募型プロポーザル方式の実施をしようとするときは、次に掲げる

事項をホームページ、公告その他の方法により公表するものとする。 

（１） 委託等の名称、履行場所、履行内容及び履行期間 

（２） 所管課等 

（３） 事業スケジュール（提案者の特定までの事務手順等） 

（４） 提案資格、募集期間及び応募方法等 

（５） 委託等上限価格又は参考価格（必要に応じて） 

（６） 評価方法及び評価基準（評価項目、点数配分、評価点が同点の場合の決定

方法等） 

（７） 提案手続（提案内容、提案書様式及び部数、提出方法及び期限、記入上の

注意、質疑応答等） 

（８） 提案者が１者又はない場合の取扱い（取り止めの有無等） 

（９） その他町長が必要と認める事項 

（参加表明手続） 

第９条 公募型プロポーザル方式において、提案書の提出を希望する者は、当該公表

において指定する日までに、プロポーザル参加表明書（以下「参加表明書」とい

う。）及び必要書類（当該公表において指定された場合に限る。）を町長に提出し

なければならない。 

（提案資格の確認） 

第１０条 町長は、前条の規定により参加表明書を提出した者（以下「提出者」とい

う。）について、提案者の資格を満たす者（以下「提案資格者」という。）である

かを確認するものとする。 

２ 町長は、提出者に対し、前項の確認の結果を提案資格確認結果通知書により通知

するものとする。 

３ 町長は、提案資格者に対し、プロポーザル関係書類提出依頼書（以下「提出依頼

書」という。）により提案書の提出を依頼するものとする。 



 

（指名型プロポーザル方式の実施） 

第１１条 町長は、指名型プロポーザル方式を実施しようとする場合は、審査会に諮

り、提案指名者を選定するものとする。 

２ 町長は、提案指名者を選定した場合は、プロポーザル参加指名通知書により、次

に掲げる事項を通知するものとする。 

（１） 委託等の名称、履行場所、履行内容及び履行期間 

（２） 所管課等 

（３） 事業スケジュール（提案者の特定までの事務手順等） 

（４） 委託等上限価格又は参考価格（必要に応じて） 

（５） 評価方法及び評価基準（評価項目、点数配分、評価点が同点の場合の決定

方法等） 

（６） 提案手続（提案内容、提案書様式及び部数、提出方法及び期限、記入上注

意、質疑応答等） 

（７） 提案者が１者又はない場合の取扱い（取り止めの有無等） 

（８） その他町長が必要と認める事項 

（提案書の提出依頼） 

第１２条 町長は、前条の規定により提案指名者に対し、提出依頼書により、提出意

思確認書及び提案書の提出を依頼するものとする。 

２ 提案指名者は、提出依頼書において指定する日までに、提出意思確認書を町長に

提出しなければならない。 

（提案者の特定） 

第１３条 町長は、公募型プロポーザルによる提案書の提出又は指名型プロポーザル

による提案書の提出があった場合は、審査会に諮り、当該委託等に最も適した提案

者を優先交渉権者に特定するものとする。 

２ 審査会において、委員長が必要と認める場合は提案者からヒアリングを行った上

で、提案書及びヒアリング内容について別に定める評価基準に基づき審査及び評価

を行い、最も適した提案者を優先交渉権者に特定するものとする。 

３ 町長は、前２項の規定により特定した提案者（以下「特定者」という。）及び特

定しなかった提案者に対し、結果通知書により通知するものとする。 

（提案資格の喪失等） 



 

第１４条 当該委託等の提案資格を有することについて町長の確認を受けた者が、資

格確認後において、次のいずれかに該当するときは、当該契約に係る提案を行うこ

とができないものとし、既に提出された提案書は無効とする。 

（１） 第７条に規定する当該契約に係る提案資格を満たさないものとなったと

き。 

（２） 参加意向申出書又は提案書等に虚偽の記載をしたとき。 

２ 前項の場合において、町長は、当該提案者に対し、プロポーザル参加停止通知書

により通知しなければならない。 

（特定結果の公表） 

第１５条 町長は、特定者について、ホームページ等への記載により公表するものと

する。 

（その他） 

第１６条 この告示の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

この告示は、令和５年１１月１日から施行する。 


